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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「お客様にどれだけ喜んでいただけるか。」「お客様にどれだけ安心していただけるか。」「お客様にどれだけ信頼していただけるか。」を経
営姿勢とし、事業拡大を図っていく中で、「コンプライアンスの維持と株主の利益を最大化すること」を重視し、コーポレート・ガバナンスの強化に努
めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-1-3】

当社は、現時点において最高経営責任者等の後継者の計画は定めておりませんが、取締役会において最高経営責任者を選定する際には、候補
者の経験、知見、能力、人格、実績等を総合的に検討した上で選定いたします。

後継者の計画については、2026年3月期において、策定予定でありましたが、求められる要件（スキル・資質）や育成方針について、今後の成長戦
略に照らしてより慎重かつ深度ある議論を行う必要があると判断し、検討を継続することとし、2027年3月期において策定したいと考えております。

【原則4-11. 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社の取締役会は、当社の各業務の分野に精通した社内取締役、親会社の代表取締役としてプレステージ・インターナショナルグループの経営
全般に関与している取締役及び他の会社の取締役として豊富な経験と知識を有する社外取締役により構成されております。

取締役会における活発な審議と迅速な意思決定に資するとの判断から、定款において取締役の員数は10名までと定めております。

なお、外国人の取締役はおりませんが、当社は事業範囲が国内に限られており、現在の人数及びバランスは確保されていると判断しております。

監査役については、財務・経理に関する専門的な知見を有していないものの、監査役監査に必要な知見については、外部のセミナーや会計監査
人との情報共有等により確保されております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4．政策保有株式】

当社は、事業上の連携強化など、企業価値の向上に資すると判断される場合には、政策保有株式の保有を検討いたします。

保有する株式については、取引の状況や資本コスト等を踏まえた採算性を精査し、継続保有の可否について評価の結果を勘案し、保有目的に合
致しない株式については、縮減を進めます。なお、現在保有している株式については、保有により想定される利益額に基づき採算性を算出し、資
本コスト等との比較を実施した結果、保有を継続いたしております。

また、議決権の行使にあたっては、議案の内容を精査した上で、株式の保有目的の達成状況及び保有先の経営状況等を勘案し、賛否を決定い
たします。

【原則1-7．関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者間の取引について、その取引が当社の経営の健全性を損なっていないか、合理的判断に照らし合わせて有効であるか、及び
取引条件が他の外部取引と比較して著しく相違していないこと等を充分に確認のうえ実行することとしております。また、関連当事者間取引は、法
令及び取締役会規程等の社内規程に則り、必要に応じて取締役会の承認を経るものとしております。取締役会での承認にあたっては、社外取締
役が当該審議に加わるとともに、監査役が必要に応じて意見を述べることで、より客観的な立場から取引内容の公正性、妥当性を検討することに
より、当社及び株主共同の利益が損なわれないよう十分な審議を行っております。

特に、支配株主等との取引については、社外取締役及び社外監査役で構成される特別委員会にて、審議・検討を行い、当該結果を取締役会に答
申することで、取引内容の公正性、妥当性を検討することといたしております。

併せて、定期的に役員及び執行役員に対して、「関連当事者取引調査票」の提出を求めており、関連当事者との取引の有無を把握しております。

【補充原則2‐4‐1】

当社は、社員が最大の財産であると考え、一人ひとりの志やモチベーションを高め、「働きがい」をもって仕事を続けられる健全な労働環境の構築
に取り組むことを基本方針としております。

女性がリーダーになったときに抱えがちな悩みや、課題となるスキルに対応した女性管理職研修や、個々の能力を積極的に発揮できる場を提供
する「オープンポジション制度」などを導入し、チャレンジングな組織風土の醸成を進めています。

また、性別や国籍を問わず、有用な人材を採用・登用することとしており、採用については、新卒採用と中途採用の双方で優秀な人材の確保を目
指しておりますが、新卒採用を開始してからあまり年数がたっていないため、中途採用者が中核人材を担っており、中途採用者の管理職への登用
に関して、特段の目標値は定めておりません。また、事業の特性から国内事業に限られており、外国人の管理職への登用に関しましても、特段の
目標値は定めておりません。

これらの方針に基づき、人事制度を構築しており、女性等の管理職への登用について、中期経営計画において、下記の目標を定めております。

2027年3月期までに、次長以上の女性管理職比率を15％以上とする（2026年3月末時点では、7.1％）。なお、2026年３月末時点の当社における女
性従業員割合は、41.9％であり、女性管理職（マネージャー以上）の割合は、31.8％となっております。

【原則2-6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】



当社は、確定拠出年金制度を導入しており、アセットオーナーとして企業年金の積立て等の運用に関与しておりません。

【原則3-1．情報開示の充実】

(1)経営理念について、コーポレート・ガバナンス報告書、有価証券報告書のほか、当社ホームページにおいて開示しております。具体的な経営戦
略、経営計画につきましては、2024年5月10日付けで開示しております「中期経営計画」をご参照下さい。

(2)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方については、コードの各原則を踏まえ、コーポレート・ガバナンス報告書、有価証券報告書の
ほか、当社ホームページにおいて開示しております。

(3)取締役の報酬は、株主総会において承認された範囲内において、社外取締役が過半数を占める任意の指名・報酬委員会において審議した
後、取締役会において決議いたします。また、業務執行取締役については、決定された報酬のうち、3か月分を上限として、株式報酬型ストックオプ
ションに配分することができます。また、営業利益を指標とし、予想営業利益を5％以上超過した場合に、固定報酬額の1か月相当を上限に、一定
の係数を乗じた額を賞与として支給する業績連動報酬を合わせて導入いたしております。

(4)執行役員の選解任並びに取締役・監査役の候補者の指名及び解任決議案の起案にあたっては、候補者等の経験、知見、能力、人格、実績等
を総合的に検討した上で、執行役員の選解任については取締役会において検討を行い、取締役候補者の指名及び解任決議案の起案について
は、指名・報酬委員会にて審議の後、取締役会において決議を行い、監査役については、監査役会の協議及び同意を得た上で、取締役会の承認
を受けて決定しております。

(5)執行役員の選解任並びに取締役・監査役の候補者の指名及び解任決議案の起案にあたっては、取締役会において、その理由を説明いたしま
す。また、取締役及び監査役の指名にあたっては各候補者の経歴等及び社外取締役候補者及び社外監査役候補者の選任理由並びに取締役及
び監査役の解任についての理由等につきましては、株主総会招集通知に記載することとしております。

【補充原則3-1-3】

当社は、人々の生活になくてはならない「住」「医療」「介護」「養育」などの分野において、社会的課題を解決するさまざまな保証サービスを提供し
ております。当社は、事業そのものを通じてサステナビリティに取り込んでいると考えており、その取り組みについては、ホームページにおいて開示
しております。

また、気候変動に関わるリスクは、経営戦略上で重要な課題として認識しており、今後直面する気候変動に伴うリスクや、一方で生ずるビジネスの
機会を認識し、TCFD提言に沿った情報をホームページ（https://www.entrust-inc.jp/sustainability/tcfd.php）において開示しております。

【補充原則4-1-1】

取締役会は、取締役会規程に基づき法令及び定款に定める事項のほか、重要な業務執行について決定しております。取締役会の決議事項以外
の重要な事項については、職務権限規程に基づき、委任の範囲を定めております。

【原則4-9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にした上で、豊富な知識や経験を持ち、公正な立場で取締役に対する監督機能
及び牽制機能を充分に発揮できる人物を、独立社外取締役の候補者として選定しております。

【補充原則4-10-1】

当社は、独立社外取締役が過半数を占める任意の指名・報酬委員会を設置しており、取締役会からの諮問に基づき、取締役候補者の指名及び
解任議案の起案、取締役の報酬等について審議しております。なお、指名・報酬員会については、委員について、過半数を独立社外取締役とする
旨を定めております。

【補充原則4-11-1】

当社の取締役会は、当社の各業務の分野に精通した社内取締役、親会社の代表取締役としてプレステージ・インターナショナルグループの経営
全般に関与している取締役及び他の会社の取締役として豊富な経験と知識を有する社外取締役により構成されております。取締役会における活
発な審議と迅速な意思決定に資するとの判断から、定款において取締役の員数は10名までと定めており、現在の人数及びバランスは確保されて
いると判断しております。取締役の選任にあたっては、人格、経験、知見、能力等を総合的に検討した上で、取締役会において検討・審議を行う方
針であります。

また、社外取締役については、上記の他、東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にした上で、豊富な知識や経験を持
ち、公正な立場で取締役に対する監督機能及び牽制機能を充分に発揮できる人物を、独立社外取締役の候補者として選定する方針であります。
なお、現状、社外取締役については選任理由を開示しております。また、各取締役のスキルマトリックスについては、当報告書の添付資料をご参
照ください。

【補充原則4-11-2】

取締役及び監査役の兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書等を通じて毎年開示を行っております。

【補充原則4-11-3】

当社では、取締役会事務局である総務部が、全取締役および全監査役を対象に「取締役会の実効性評価に関するアンケート」を実施しており、そ
の結果については、取締役会において分析・評価を行っております。

アンケート回答を分析した結果、取締役会の実効性について、各評価項目について「できている」或いは「概ねできている」との評価結果であり、全
体としては取締役会の実効性については適切であると評価しました。

他方、資本コストやROE等に基づき、市場価値の改善に向けた具体的な議論について、検討の余地があるものと認識いたしました。各意見・提案
については優先度の高いものから対応を検討し、取締役会での審議の充実化を図りたいと考えております。

【補充原則4-14-2】

取締役・監査役に対して、外部セミナーへの受講を推奨し、費用が発生するものについても支援を行う体制としております。また、新任の取締役・
監査役については就任時に会社概要、事業内容、業務内容、会計方針等についての説明会を実施しております。

【原則5-1．株主との建設的な対話に関する方針】

IR活動については、代表取締役及び取締役執行役員（経営管理管掌）の指示のもと、株主との対話の補助を経営企画室が行っております。

株主との対話については、その重要性に鑑み、求めに応じて代表取締役が臨むことを基本方針としております。

また、決算説明会を原則として年2回、個人投資家向け説明会を随時開催する方針であります。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】



記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 無し

アップデート日付 2026年6月23日

該当項目に関する説明

当社では資本コストを把握し測定した上で、ROEなどの目標値を定め、中期経営計画を策定しております。

詳細に関しましては、当該報告書の添付資料【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】をご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

Prestige International (S) Pte Ltd.

(常任代理人　みずほ証券株式会社)
12,707,594 56.80

桑原　豊 820,728 3.67

榊原　三郎 557,100 2.49

株式会社桑原トラスト 500,000 2.23

株式会社トリニティジャパン 334,000 1.49

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 185,600 0.83

榊原　幸子 146,000 0.65

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM CLIENT ACCTS M ILM FE

(常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行)
135,527 0.61

青島　正章 123,600 0.55

章株式会社日本カストディ銀行（信託口） 104,600 0.47

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社プレステージ・インターナショナル　（上場：東京）　（コード）　4290

補足説明

株式会社プレステージ・インターナショナルは、Prestige International (S) Pte Ltd.の株式を100％保有する親会社であり、当社を連結子会社として

おります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 その他金融業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社の親会社は、上場会社である株式会社プレステージ・インターナショナルであり、少数株主の権利保護については、重要な事項であると認識
しております。当社は、独自の経営方針及び経営戦略に基づいて、経営活動を展開しており、同社とは基本的な事業分野が異なることから、一定
の独立性が確保されていると考えています。

なお、親会社である株式会社プレステージ・インターナショナルと取引条件を独立当事者間取引と同様にするなどの契約の締結は行っておりませ
んが、取引等を行う際には、当該取引等が当社の経営健全性を損なっていないか、合理的判断に照らし合わせて有効であるか、及び取引条件が
他の外部取引と比較して著しく相違しないこと等を十分に確認するものとしております。また、支配株主等との取引については、社外取締役及び社
外監査役で構成される特別委員会にて、審議・検討を行い、当該結果を取締役会に答申することで、取引内容の公正性、妥当性を検討することと
いたしております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、株式会社プレステージ・インターナショナルの連結子会社に該当いたします。2026年３月末時点で、同社は、当社の株式の56.80％を間接
的に保有しております。当社は、業務の委託、役員の兼任など一部の取引関係及び人的関係を有しておりますが、同社との取引関係及び人的関
係は限定的であり、当社の経営方針及び事業展開において、当社の独立性を阻害する状況にはありません。

なお、同社と取引を行うに際しては、取締役会において、取引の経済合理性を含む妥当性を事前に審議した上で、取引結果について、定期的に
報告されております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山中　正竹 他の会社の出身者

松山　哲人 他の会社の出身者

網野　麻理 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）



i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山中　正竹 ○ ―

他の会社における取締役としての経験及びさ
まざまな業務経験による幅広い見識を有してお
ります。当該経験と見識を活かし、客観的かつ
公正な立場から当社の経営に対する監督機能
及び牽制機能を発揮いただけるものと判断し、
社外取締役に選任しております。また、当社と
同氏の間に特別の利害関係はなく、一般株主
と利益相反が生じる可能性がないものと判断し
独立役員に指定しております。

松山　哲人 ○ －

他の会社において社長、取締役等を歴任され
ており、経営に関する幅広い経験と見識を有し
ております。当該経験と見識を活かし、客観的
かつ公正な立場から、当社の経営に対する助
言や提案を通じて、監督機能及び牽制機能の
さらなる強化が期待できるものと判断し、社外
取締役に選任しております。また、当社と同氏
の間に特別の利害関係はなく、一般株主と利
益相反が生じる可能性がないものと判断し独
立役員に指定しております。

網野　麻理 ○ -

他の会社において社長などの豊富な知見と経

験を持ち、女性の社会進出やリーダーシップ発

揮の場をサポートする活動を実践されておりま

す。当該知見と経験を活かし、客観的かつ公正

な立場から、当社の経営に対する監督機能及

び牽制機能を発揮頂けるものと判断し、社外取

締役に選任しております。また、当社と同氏の

間に特別の利害関係はなく、一般株主と利益

相反が生じる可能性がないものと判断し独立

役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社内取
締役

補足説明

取締役の指名報酬等に係る評価・決定プロセスの透明性及び客観性を担保することにより、取締役会の監督機能の強化、コーポレート・ガバナン
ス体制の充実を図るため、任意の指名・報酬委員会を設置しております。

指名・報酬委員会の員数は3名以上とし、代表取締役及び取締役で構成され、その過半数は独立社外取締役でなければならないとしております。

指名・報酬委員会は、取締役会から諮問を受けた以下の事項等を審議し、取締役会への答申を行います。

・取締役の選解任（株主総会選任議案）に関する事項

・代表取締役及び役付取締役の選定並びに解職に関する事項

・個人別の取締役の報酬に関する事項



・取締役の報酬限度額（株主総会決議事項）に関する事項

・取締役の報酬決定基本方針に関する事項

・その他

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役、会計監査人及び内部監査部門は、相互の監査計画に関する情報の交換並びにその説明・報告、内部統制の整備状況に関する意見交
換、監査結果に関する情報共有等のため、定期的に会合を実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

佐藤　智之 他の会社の出身者

坂田　美穂子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



佐藤　智之 ○ ―

証券業界における長期の職務経験及び監査役
としての豊富な経験と見識を有しており、客観
的立場から適切な監査を実施いただけるもの
と判断し、社外監査役に選任しております。ま
た、当社と同氏の間に特別の利害関係はなく、
一般株主と利益相反が生じる可能性がないも
のと判断し独立役員に指定しております。

坂田　美穂子 ○ ―

弁護士として法務に関する専門的かつ広範な
知識及び豊富な経験を有しており、専門的見
地から適切な監査を実施いただけるものと判
断し、社外監査役に選任しております。また、当
社と同氏の間に特別の利害関係はなく、一般
株主と利益相反が生じる可能性がないものと
判断し独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外取締役３名、社外監査役２名を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

業績向上に対する意欲や士気の向上を目的としてストックオプション制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

業績向上に対する意欲や士気の向上を目的としてストックオプション制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、個別報酬の開示は行っておりません。取締役及び監査役の報酬は、役員の区分ごとに報
酬等の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり



報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬については、社外取締役が過半数を占める任意の指名・報酬委員会において審議した後、取締役会において決議いたします。ま
た、業務執行取締役については、決定された報酬のうち、3か月分を上限として、株式報酬型ストックオプションに配分することができます。また、営
業利益を指標とし、予想営業利益を5％以上超過し、かつ、前期比10％以上の増益となった場合に、固定報酬額の1か月相当を上限に、一定の係
数を乗じた額を賞与として支給する業績連動報酬を合わせて導入いたしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役、社外監査役へのサポートは総務部で行っております。取締役会の議案、資料は原則として、取締役会事務局である総務部より事前
配布を行い、社外取締役及び社外監査役が十分に検討する時間を確保するとともに、必要に応じて事前説明を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、会社の機関として会社法に規定する取締役会を採用しております。取締役会は、取締役の業務執行の監督及び監視を行っております。
また、当社は監査役会を設置しており、取締役会の業務執行の監督について監査を行う体制を執っております。当社の取締役会は、現在6名（うち
３名は社外取締役）で構成されており、会社法で定められた事項及び当社の経営に関する重要事項等について審議・決定する機関とし、経営環境
の変化に即応するため毎月定例で開催しております。この他に、緊急を要する場合には、その都度臨時取締役会を招集し、付議すべき議案につ
いて機動的に審議しております。

当社の監査役会は３名（うち２名は社外監査役）で構成されており、常勤監査役は１名であります。経営の適法性・効率性について総合的にチェッ
クする機関として月１回以上定期的に開催されており、コーポレート・ガバナンス及びコンプライアンス等の観点から、取締役の業務執行を監視監
督しております。各監査役は、毎回の取締役会にて議案の審議、決裁の詳細を傍聴し、必要に応じ意見を述べております。

なお、代表取締役及び各取締役の業務執行を補佐することで、経営環境の変化に柔軟に対応し、業務執行の円滑化を図ることを目的として、執
行役員制度を採用しております。

また、取締役会の諮問委員会とし、社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会を設置しており、以下の内容について審議し、取締役会に答
申いたします。

・取締役の選解任（株主総会選任議案）に関する事項

・代表取締役及び役付取締役の選定並びに解職に関する事項

・個人別の取締役の報酬に関する事項

・取締役の報酬限度額（株主総会決議事項）に関する事項

・取締役の報酬決定基本方針に関する事項

・その他

責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間において、会社法第423条第１項の損
害賠償責任を限定することができる旨を定款で定めており、山中正竹氏、松山哲人氏、坂田美穂子氏及び網野麻理氏との間で責任限定契約を締
結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役及び監査役のいずれも法令に規定される最低責任限度額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役設置会社として、社外監査役2名を含む３名の監査役及び監査役会の機能を有効活用することで、経営に対する充分な監督機能
が発揮できると判断し、現状のコーポレート・ガバナンスの体制を選択しております。また、取締役会における監督機能及び牽制機能のさらなる向
上のため、社外取締役を選任しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 決算業務の早期化を図り、株主総会招集通知の早期発送に努めてまいります。

集中日を回避した株主総会の設定 株主総会の設定にあたっては、集中日を回避するよう留意いたしております。

電磁的方法による議決権の行使
従来の書面投票に加え議決権行使の促進を図るため、電子的方法による議決権の行使
を可能としております。



議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

国内外の機関投資家が議決権行使において十分な検討時間を確保できるように、株式会
社ICJ（インベスター・コミュニケーションズ・ジャパン）が運営する機関投資家向け議決権
行使プラットフォームを採用しております。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知（要約）を英文で提供しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社のホームページのIRサイト内に記載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 個人投資家向けに会社説明会等を適宜開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けに定期的に開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載 当社のホームページのIRサイト内に記載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画室が担当いたします。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、気候変動に関わるリスクは、経営戦略上で重要な課題として認識しております。そ
のため、今後直面する気候変動に伴うリスクや、一方で生ずるビジネスの機会を認識し、
気候変動に伴うリスクおよび機会について、当社に及ぼす影響につき、検討を行い、HPに
おいて開示いたしております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は株主、投資家をはじめとするすべてのステークホルダーの皆様に当社の経営方針、
事業活動、財務情報等に関する情報をわかりやすく公平かつ適時・適切に提供することを
基本方針としてＩＲ活動を実践いたします。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針について、次のとおり定めております。

(a) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

行動規範に基づきコンプライアンス規程を制定し、取締役及び使用人の職務執行が法令・定款等を遵守することを徹底するものとする。また、代
表取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会において、リスク及びコンプライアンス全般に関する事項について評価・検討を行うことに
より、内部統制の構築及び維持向上を図るものとする。併せて、代表取締役直属の組織として内部監査室を設け、各部門の業務執行及びコンプ
ライアンスの状況等について、定期的な監査を実施し、その結果を常勤監査役と共有するとともに、代表取締役に報告するものとする。

(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報の取扱いは、文書管理規程に基づき、総務部を主管部署として、適切に保存及び管理するものとする。

(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理規程を制定し、当社の損失の最小化を図る体制を構築・運用するものとする。また、代表取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス
委員会において、リスクを評価するとともに、リスクの回避及び軽減策等のリスク管理体制の評価を実施するものとする。

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役の業務執行の効率化を実現するため、組織、業務分掌、職務権限等を定めた各種規程を定めるものとする。また、定時取締役会
を毎月１回、また臨時取締役会を必要に応じて開催し、迅速な意思決定が行える体制を構築するものとする。

(e) 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社の行動規範のみならず、親会社であるプレステージ・インターナショナルグループの行動規範に準拠するものとする。また、子会社を含めたグ
ループ会社の内部統制の有効性及び妥当性を確保するため、グループ会社管理規程を制定し、必要な体制を整備するものとする。

また、社外取締役及び社外監査役により構成される任意の特別委員会を設置し、当社と親会社またはその子会社等の間で、少数株主との利益



が相反する重要な取引が生じる場合には、取引の内容を審議・検討の上、取締役会に対して答申を行うこととしております。

(f) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役が職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、要請に応じて監査役の業務補助のための使用人を置くこととし、その人事については、
監査役と協議の上、決定するものとする。

(g) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役からの指示の実効性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人への指揮命令は監査役が行うものとし、人事異動・評価
等を行う場合には、予め監査役と協議し、監査役の意見を重視することとする。

(h) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制並びに監査役

に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、又はその事実を発見した場合、役職員が法令もしくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行
為をするおそれがあると考えられるときは、直ちに監査役に直接報告を行うものとする。また監査役監査規程に基づき、監査役に対する報告事項
について実効的且つ機動的な報告がなされるよう、社内体制の整備を行い、監査役に対しての報告体制を確立するものとする。さらに、監査役へ
報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため、内部通報制度においては、通報者に対する不利益
な取扱いを禁止するものとする。

(i) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

に関する事項

監査役が監査の実施のために生じた費用を請求するときは、監査役の求めに応じて適切に処理するものとする。

(j) 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性及び適正性を確保するため、また金融商品取引法に基づく適切な内部統制報告書を提出するために必要な体制の整備及び
運用を行い、その有効性を定期的に評価し、必要な是正を行っていくものとする。

(k) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

イ　当社は、反社会的勢力に対して取引を含む一切の関係を遮断することを基本方針とし、これらの実効性を確保するため「反社会的勢力対策規
程」を整備するとともに、顧問弁護士や警察等外部の専門機関と適宜連携しながら、反社会的勢力による経営活動への関与や反社会的勢力から
の被害を防止するための対応を行うものとする。

ロ　反社会的勢力による不当な要求に対しては法務部を対応部署とし、社内外の関係部署と情報の収集及び情報の共有を図り対処を行うものと
する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力に対して取引を含む一切の関係を遮断することを基本方針とし、これらの実効性を確保するため「反社会的勢力対策規程」
及び「反社会的勢力チェック細則」を整備するとともに、弁護士や警察等、外部の専門機関と適宜連携しながら、反社会的勢力による経営活動へ
の関与や反社会的勢力からの被害を防止するための対応をしております。

また、反社会的勢力に関する部署を法務部とし、情報の収集および関係部署との情報の共有を図り、対処を行うものとしております。なお、平素か
ら所管警察署との情報交換に努め、反社会的勢力との関係遮断に取組んでおります。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

コーポレート・ガバナンス体制及び適時開示体制の概要に関しましては、下記模式図をご参照ください。







 

             

   

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について】 

 

１：現状分析・評価 

過去 5 年間の推移 

 2022年 3月期

（個別） 

2023年 3月期

（個別） 

2024年 3月期

（連結） 

2025年 3月期

（連結） 

2026年 3月期

（連結） 

売 上 高 (百万円) 4,943 6,491 8,971 10,572 12,283 

営 業 利 益（百万円） 1,184 1,627 2,073 2,329 2,766 

経 常 利 益（百万円） 1,179 1,625 2,070 2,345 2,797 

当期純利益（百万円） 779 1,005 1,227 1,360 1,744 

ROE           （％） 18.6 20.8 20.2 20.9 23.2 

PBR           （倍） 2.9 4.3 3.2 2.5 2.9 

PER           （倍） 16.3 22.3 16.0 12.8 13.7 

TSR          （％） 84.8 150.6 135.1 124.3 171.9 

注：2024 年 3 月期より連結決算に移行しており、以降は連結数値を記載しております。 

  2024 年 3 月期の ROE は、期末自己資本に基づき計算しております。 

  TSR（株主総利回り）に関しましては、以下の算式にて算出しております。 

（各事業年度末日の株価＋2021 年 3 月末から各事業年度までの１株当たり配当額の累計額）÷2021 年 3 月末の株価 

 

過去 5 年間において、ROE は 20％前後で安定的に推移しており（2027 年 3 月期においても 21.6％を計画）、株

主資本コスト 10％（2026 年 3 月末にて CAPM に基づき、ボラティリティを加味し、直近 3 年の平均値として会

社にて算出）を上回って推移しております。一方で PER については、利益の成長が反映されていない推移となっ

ていると認識しております。また、TSR については、2026 年 3 月末の配当込み TOPIX が 202.2％となってお

り、当社の水準を上回っております。これらは、当社の現時点における主力サービスである家賃保証事業の業界

特性（PER は中央値で 13 倍程度：家賃保証を展開している上場会社の開示情報に基づき当社試算）や当社株式

の流動性の低さ、認知度の低さなどにより、当社の成長が適切に株価に反映されていないためと分析・評価して

おります。 

以上を踏まえて、下記の基本方針のもと具体的な取組を推進してまいります。 

 

２．基本方針・目標 

2024 年 5 月策定の中期経営計画に基づく成長戦略を実行することを基本方針とした上で、下記を目標として定め

ております。 

① 2027 年 3 月期においても、ROE20％超を目指します。 

② 成長投資、財務の健全性のバランスのもと、株主還元をさらに強化し、2027 年 3 月期に配当性向 60％を実現

いたします。 

 

３．具体的取組み 

① 持続的かつ安定的な収益成長の実現のため、賃貸不動産分野において、優良なクライアントの成長をテコ

に、当社の強みの進化を進め、収益拡大を目指します。これにより安定的な収益基盤を強化いたします。 

② 家賃保証事業については、賃貸物件の件数の成長や家賃保証市場の成長に鑑みると、いずれ成熟化が見込ま



 

             

   

れるため、家賃債務保証で培ったノウハウを横展開し、医療費用保証、介護費用保証などの新たな保証分野

の市場を開拓し、成長ステージへと高めます。これにより総合保証サービス会社としての成長を実現いたし

ます。 

③ 当社の成長を株価に反映させるため、IR 活動についても強化いたします。機関投資家との１ON１、個人投

資家向け説明会の開催頻度の増加を図り、出来高の向上を通じて株式流動性の向上を目指します。 

④ 成長投資、財務の健全性のバランスのもと、株主還元をさらに強化し、配当性向について中期経営計画の最

終年度において 60％を目標と致します。 

 

＜キャピタルアロケーションについて＞ 

中期経営計画の 3 年累計の営業 CF は 40 億～50 億円と想定し、ここから 25 億円程度を上記の方針に従い配当と

して還元する予定です。また、事業成長のステージに合わせて、M＆A を含む投資に 14 億～23 億円を目安とし

て実行予定であります。 

成長投資、株主還元の詳細については、下記「中期経営計画」をご参照ください。 

https://pdf.irpocket.com/C7191/RzLT/uAgQ/fgz0.pdf 

 

なお、保証事業における必要資金と代位弁済の発生率や回収率に対するリスク感応度については、下記と考えて

おります。 

代位弁済資金については、保有件数の増加に伴い増加が見込まれるものの、過去の実績等から 2027 年 3 月期に

おいて、月額 20 億円～30 億円程度で推移することを想定した上で、上記の営業 CF を見込んでおります。 

仮に、代位弁済発生率が、現状の 7.5％程度から 10％程度まで増加した場合であっても、代位弁済資金は月額 27

億円～40 億円となり、回収率については、過去 5 年間の最も悪かった年の 97.39％で試算した場合であっても、

デフォルト額（代位弁済発生額×（１－回収率）×12 か月で算出）は 845 百万円～1,252 百万円程度と推定して

おります。この水準は、2024 年 3 月末の手元資金残高 56 億円(2026 年 3 月末時点では、72 億円)と比較して

も、特段の追加の資金留保が必要な状況にはないと判断しております。これらのもと、中期経営計画において

は、営業 CF で獲得した資金について、上記を目安として、株主還元と投資に回すことを計画しております。 

 

４．取り組み進捗 

 中期経営計画における最終年度〈2027 年 3 月期〉の目標、売上 150 億円、営業利益 30 億円に対しては、2027

年 3 月期の会社予想は売上 142 億円、営業利益 30 億円となっており、医療費用保証や新たな保証分野での進捗

が遅れ、売上については計画に対して若干ショートを見込むものの、営業利益については順調な推移となってお

ります。 

また、キャピタルアロケーションに関しては、2025 年 3 月期及び 2026 年 3 月期の 2 年累計の営業 CF は 32

億円となり、2 年累計の配当として 14 億円を株主還元に回しております。また、2027 年 3 月期においては配当

性向 60.2％、配当総額は 11 億円を見込んでおります。 

投資に関しては、設備投資については、システム改修を中心に 2025 年 3 月期及び 2026 年 3 月期の 2 年累計で

2.5 億円となり、Ｍ＆Ａとして、2026 年 1 月に IT サービス事業を展開するキャロルシステム株式会社を子会社

化するなど、概ね想定通りの進捗となっております。 

https://pdf.irpocket.com/C7191/RzLT/uAgQ/fgz0.pdf

